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会社の概況 （平成１５年９月３０日現在）�
�
設　立　　昭和１９年５月５日�

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円�

株式数　　発行する株式の総数　１６０,０００,０００株�

 発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株�

株主数　　４,４８０名�

従業員　　１,４０４名�

（従業員数は就業人員であります｡）�

業績の推移�

区 　 分  当  中  間  期  前 年 中 間 期 前　　　　期�
 （平成１５年９月期）（平成１４年９月期）（平成１５年３月期）�

受 注 高 ３３,３１２百万円 ３１,８００百万円 ６１,０８４百万円�

売 上 高 ２５,９６１百万円 ２３,６０３百万円 ６５,６２５百万円�

経常利益 １,１３４百万円 ９３５百万円 １,５５８百万円�
中間（当期） ８２２百万円 ７４０百万円 ５４８百万円�純 利 益�
1株当たり�
中間（当期） １９.４９円 １７.５１円 １２.０１円�
純 利 益�
総 資 産 ５５,０３９百万円 ５８,３９２百万円 ５７,７０４百万円�

純 資 産 ２４,３３０百万円 ２４,１６０百万円 ２５,２７９百万円�
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株　主　の　皆　様　へ�

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。�
�ここに第６０期上期（平成１５年４月１日から平成１５年９月
３０日） の営業の概況を報告いたします｡ �
　当中間期におけるわが国経済は、輸出や設備投資に持直し
の動きが見られるなど変化の兆しがあり、企業業績も製造業を
中心に回復が伝えられておりますが、個人消費は雇用・所得環
境が厳しい状況にあるため弱めの動きを続けており、さらに、物
価も下落基調が続いているなど総じて低迷状態で推移いたし
ました。�
　また、当防災業界におきましても、減少傾向に歯止めがかから
ない民間建設投資、低調に推移している公共投資など国内建
設需要は減少を続けており、依然として厳しい状況が続いて
おります。�
　こうしたなか、当社は組織体制を見直して営業力の強化を図
るとともに、昨年度にひきつづき、自動試験機能付き自動火災報
知システム「進Ｐ」・自動火災報知設備とインターホンシステムを
組合わせた「リサ複合盤システム」・泡消火設備に代わる新消
火システム「スコールα」など差別化商品を活用した営業促進
活動を全国へ展開し、また、メンテナンス市場における顧客サー
ビス向上のためＣＳサポートシステムの充実に注力することなど
により全ての地域、全ての品目でトップシェアの確立を目指しまし
た。さらに、セコム株式会社との共同事業を推進するため防災・
防犯一体化商品を販売するとともに、コストのさらなる削減、組
織的かつ効率的な業務運営の徹底による企業体質の改善な
どに努力いたしました結果、以下のような成績となりました。�
　即ち、当中間期の受注高は３３,３１２百万円、前年同期比４.８％
増、売上高は２５,９６１百万円、前年同期比１０.０％増となりました。�
　売上高の内訳を各製品別にみますと、火災報知設備は９,６６０
百万円、前年同期比６.２％増、消火設備は７,４４６百万円、前年
同期比０.９％増、保守点検等は６,７２６百万円、前年同期比０.４％
増、その他は２,１２７百万円、前年同期比４０６.６％増となりました。�
　また、利益につきましては、当社の売上高は下期、特に第４四
半期に集中するため、１,１３４百万円の経常損失となり、８２２百万

円の中間純損失となりました。�
　以上のような状況でありますが、今中間配当金といたしまして
は前期と同様１株につき５円とさせていただきました。�
　今後の経済見通しとしましては、株価が上昇傾向にあり、輸
出も緩やかながら増加が見込まれるなど景気の先行きに明るさ
が感じられますが、個人消費の先行きやデフレ傾向が続くと見
込まれる国内物価などの動向、改善されない雇用・所得環境の
影響もあるため先行き予断を許さない状況が考えられます。�
　当防災業界におきましては、非居住用建築物の着工床面積
の減少、回復しない受注単価などもあり、引き続き厳しい状況が
続くものと思われます。�
　このような局面に対処するため、新築市場での長期的な視
点に立った受注確保と利益確保を図るとともに、メンテナンス市
場においてはＣＳサポートシステムを核とする営業支援システム
をツールとして顧客満足を追求した提案営業を実施し、リニュ
ーアル市場においても差別化商品をツールとして営業活動を推
進し、中国市場でのシェアアップを図るため自動火災報知シス
テム「インテグレックス」を現地生産するなど市場対応を行います。
また、本年１０月１日より施行となり小規模ビルに対して適用さ
れる改正消防法をはじめ同じく今後施行が予定されている性
能規定化へきめ細かく対応し、新たな危険物火災や工場火災
に対し当社の優れた技術開発力を活用して取り組み、さらに、
業務運用の標準ルールを見直し、確実な原価管理運用の徹底
およびコスト低減活動の継続に尽力してまいる所存であります。�
　以上をふまえ当期の業績予想といたしましては、売上高
６３,５００百万円、経常利益１,２００百万円、当期純利益５００百万
円と予想しております。�
　なお、期末配当金につきましては１株につき５円、年間で１０
円を予定しております。�
　株主の皆様におかれましては、
今後とも何とぞ格別のご理解とご
支援を賜りますようお願い申し上
げます。�

代表取締役社長　田　上　　　征�



中間貸借対照表�（平成１５年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

資 産 の 部 � ５５,０３９� ５８,３９２�

資 産 合 計 � ５５,０３９�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形  �
売 掛 金 �
た な 卸 資 産 �
未 成 工 事 支 出 金  �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

（投　資　等）�

建 物 �
土 地 �
そ の 他 �

固 定 資 産 �

破 産・更 生 債 権 等 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

�� △�△�

△� △�

３６,８１１�
�
７,５６５�
４,６７４�
１０,１９７�
５,２１５�
６,４７６�
１,６５５�
１,３２８�
３０１�

�
１８,２２７�
�

９,８４５�
�
４,３８１�
３,４７３�
１,９９０�

�

５１５�
�
７,８６６�

�
２２２�
２,９０４�
５,１３９�
３９９�

３８,８６２�
�
４,６１３�
５,８８８�
９,６０４�
４,９６３�
１０,６４８�
１,７６４�
１,６９４�
３１６�

�
１９,５２９�

�

１０,２８４�
�
４,５９７�
３,４７６�
２,２１０�

�

５２４�
�
８,７２０�

�
３,７２８�
３,６９４�
５,１６４�
３,８６７�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

負 債 の 部 � ３０,７０８� ３４,２３２�

負 債 及 び 資 本 合 計 �

資 本 の 部 �

５５,０３９� ５８,３９２�５８,３９２�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
そ の 他 �

流 動 負 債 �

利 益 剰 余 金 �

社 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 準 備 金 �

利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金           
中 間 未 処 分 利 益 �

��

１７,１２７�
�
１,０１６�
４,６５０�
３,４００�
２,６７９�
３,３６８�
１,１７１�
８４１�
�

�
１３,５８０�

�
６,０００�
６,９１２�
３０３
３６４�

�
２４,３３０�
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�

資 本 金 �
�
資 本 剰 余 金 �

６,２７２�
�
５,７１３�
�
５,７１３�
�

１２,２８２�
�

８８７�
１１,７０２�
３０８�
１６５�
１０２�

２０,２１５�
�
４,６５２�
１,８８７�
３,４００�
２,９７４�
５,４２５�
１,１７９�
６９６�
�

�
１４,０１６�

�
６,０００�
７,３７４�
２８２
３５９�

�
２４,１６０�

６,２７２�
�
５,７１３�
�
５,７１３�
�

１２,２７８�
�

８８７�
１１,７０９�
３１９�
９１�
１１��

△� △�
△�
△�△�

その他有価証券評価差額金�
自 己 株 式 �



中間損益計算書�（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

（経常損益の部）�

売 上 高            
売 上 原 価                   
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 未 処 分 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用   

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

営 業 損 益 �

営 業 外 損 益 �

（特別損益の部）�

��

２５,９６１ �
２０,０５７ �
７,１８４�

�
１,２８０�
�
�
２５４�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益  

５８�
１９６�

� １０８
�

４５�
６２�

�
１,１３４�
�
�

３２�
１６８�

１,２７０�

�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
４８５�

８２２�

５１４�

３０８�

△�

△�

△�

△�

△�

��

２３,６０３�
１７,５４０�
７,０９８�

�
１,０３５�
�
�
２４５�

５８�
１８７�

� １４５
�

４７�
９７�

�
９３５�

�
�

１１�
１１０�

１,０３４�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
３３１�

７４０�

４２１�

３１９�

△�

△�

△�

△�

△�

△�

TOPICS

テレビ朝日新本社ビルへ最新鋭防災システムを納入�

国内最大級の民間再開発プロジェクトであり、さまざまな機能が複合し日本文化の核

を目指した街“六本木ヒルズ”に誕生した「テレビ朝日新本社ビル」は次世代のデジタ

ル・メディアステーションとしての最新設備を装備し、コミュニケーションメディアの中心

機能をになう情報発信基地です。�

テレビ朝日新本社ビルには当社の誇る最新鋭Ｒ型防災システム・ＣＲＴシステム・予作

動式スプリンクラー設備が活躍し、集う人々の安全と安心を守っております。�

彩の国くまがやドームへ火源探査装置連動型自動放水システムを納入�

平成１６年に埼玉県で開かれる第５９回国民体育大会「彩の国まごころ国体」のメイン

会場となる熊谷スポーツ文化公園に屋内運動施設「彩の国くまがやドーム」が完成し

ました。�

広大な屋内競技場と体育館で構成された彩の国くまがやドームには、自動火災報知

設備と放水砲を備えた最新鋭の火源探査装置連動型自動放水システムが設置され

ております。この火源探査装置連動型自動放水システムは、大空間、高天井の防火

対象物における初期の火災感知、および、消火能力を有したシステムに与えられる

「放水型ヘッド等スプリンクラー設備評価」に適合しております。�

△�



大株主� 取締役および監査役 （平成１５年９月３０日現在）�（平成１５年９月３０日現在）�
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株 主 名 �持 株 数 �議決権比率�

セ コ ム 株 式 会 社 �

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 �

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 �

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 �

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 �

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行  �

富 士 電 機 株 式 会 社 �

三井住友海上火災保険株式会社�

東京海上火災保険株式会社�

あいおい損害保険株式会社�

１２,０９８�

１,６５２

１,４４０�

１,２１３�

１,１４５�

９８０�

８５５�

６７９

６５４�

６０４�

２９.１�

４.０�

３.５�

２.９�

２.８�

２.４�

２.１�

１.６�

１.６�

１.５�

千株� ％�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役  �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役  �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

木 村 敞 一 �

田 上 　 征 �

安 原 一 昭 �

上 野 敏 雄 �

漆 山 　 清 �

後 　 山 　 洋 三 郎 �

竹 田 晴 夫 �

杉 町 壽 孝 �

荻 野 輝 雄 �

橋 爪 　 毅 �

田 山 雄 史 �

中 原 安 雄 �

武 田 迪 夫 �

小 松 三 男�

橘 　 幸 正 �

梶 田 和 男�

森 　 俊 幸 �

内 山 　 順 �

�

能 　 美 　 昌 二 郎 �

千 葉 克 男�

石 　 橋 　 鉄 之 助 �

山 下 　 尚 �



事業所・工場� 主要な事業内容�
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本　　社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号�

城東事務所 東京都江東区南砂５丁目１８番４号�

支　　社    北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、茨城�
（水戸市）、北関東（さいたま市）、西関東（八王子市）、
丸の内（千代田区）、千葉、横浜、長野、静岡、
名古屋、金沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広
島、岡山、九州（福岡市）、熊本�

営　業　所 青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市）、�
岐阜、三重（津市）、富山、福井、高松、松山、�
長崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）�
他17箇所�

工　　場 三鷹、メヌマ（埼玉県大里郡妻沼町）�

研究開発センター （千代田区、新宿区、埼玉県大里郡妻沼町）�

�

 　 海　外 �

事　務　所 台北�

イ．防災に関する受託実験・企画・提案�

ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守�

ハ．上記機器の設計、製造、販売�

　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。�

主な防災設備�

主なアプリケーション・システム�

火災報知設備�

防火・防排煙設備�

消火設備（スプリンクラーなど）�

碍子洗浄設備�

ガスもれ警報設備�

非常用放送設備�

避難誘導設備�

防犯警報設備�

各種防災機器（消火器など）�

ビル・地下街防災システム�

住宅防災システム�

石油・ガス・化学プラント防災システム�

原子力など発電プラント防災システム�

トンネル防災システム�

ケーブル洞道防災システム�

船舶・車両・航空機防災システム�

コンピューター室・クリーンルームなど環境監視システム�

≪  　  ≫�

 　 国　 内 ≪  　  ≫�



中間連結貸借対照表�
（平成１５年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

資 産 の 部 �

資 産 合 計 �

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形・売 掛 金 �
有 　 価 　 証 　 券  �
た　な　卸　資　産�
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸　倒　引　当　金�

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

建 物 ・ 構 築 物  �
土　　　　　　　地�
そ の 他 �

固 定 資 産 �

（投資その他の資産）�

投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
破 産・更 生 債 権 等 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

��

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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（単位　百万円）�

負 債 の 部 �

負債・少数株主持分�
及 び 資 本 合 計 �

少 数 株 主 持 分 �

資 本 の 部 �

支 払 手 形・買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 　 　 払 　 　 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金  �
そ の 他 �

流 動 負 債 �

社 債 �
長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
連 結 調 整 勘 定 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
その他有価証券評価差額金�
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

��

�６１,１９２�

６１,１９２�

４１,３８１�

９,４１４�
１６,８１０�

１０�
１２,９２６�
１,７１４�
８３１�
３２５�

１９,８１１�

９,９７９�

４,４７０�
３,４７３�
２,０３５�

５４６�

９,２８５�

２,７１９�
７０２�
２５３�
３,００５�
３,０５３�
４４８�

３７,５４７�

６３,９０２�

４２,７１１�

６,２９６�
１７,０５８�

１０�
１６,８９２�
１,８１２�
９７４�
３３１�

２１,１９１�

１０,４０６�

４,７０２�
３,４８３�
２,２２０�

５６２�

１０,２２２�

２,８０８�
７８６�
３,７６５�
３,７５４�
３,０２７�
３,９２０�

６３,９０２�

６３,９０２�

�

△�

△�

△�

△�

＜ご参考＞�

２２,９５９�

７,９０９�
４,０３９�
３,１０８�
５,７８５�
１,３８８�
７２７�

１４,５８７�

６,０００�
３０�

７,８２２�
３５４�
２１�
３５９�
�

９２�
�

２６,２６２�

６,２７２�
５,７１３�
１４,２６７�
９３�
１１４�
１１�

△�

△�

３４,０５５�

６１,１９２�

１９,９２１�

７,０６２�
３,９４９�
２,８０６�
３,６７７�
１,４２６�
９９９�

１４,１３３�

６,０００�
１�

７,３３２�
４３３�
７�

３５９�
�

１５９�
�

２６,９７７�

６,２７２�
５,７１３�
１４,８８６�
１６５�
１１２�
１７２�△�

科　　目�

期　　別�当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）� 科　　目�

期　　別�当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）�



中間連結損益計算書� 中間連結キャッシュ・フロ－計算書�

（単位　百万円）� （単位　百万円）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�

売 上 高 �

売 上 原 価 �

売 上 総 利 益 �

販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税金等調整前中間純利益�

中 間 純 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

支 　 払 　 利 　 息 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

特 別 利 益 �

特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

��

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益 �

�

��

�

（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日）�（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日）�

中間連結剰余金計算書�
（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日）�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額�

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額�

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高�

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

科　　目�

期　　別�

（資本剰余金の部）�

Ⅰ資本剰余金期首残高�

Ⅱ資本剰余金中間期末残高�

（利益剰余金の部）�

Ⅰ利益剰余金期首残高�

Ⅱ利益剰余金増加高�

Ⅲ利益剰余金減少高�

Ⅳ利益剰余金中間期末残高�

科　　目�

期　　別�

７００�

３５８�

２６３�

４１５�

－�

３１９�

６,５１９�

１８�

６,２１８�

９１７�

２７,０４０

１９,９１８�

７,１２１�

８,２６５�

１,１４３�

２５２�

１９�

２３２�

１５５�

５６�

９８�

１,０４７�

１１�

１１２�

１,１４７�

７４�

３０４�

０�

△�

△�

２９,９７６

２２,６９８�

７,２７８

８,４２５�

１,１４７�

２７１�

２０�

２５０�

１１７�

５３�

６３�

９９３�

３３�

１９７�

１,１５７�

８３�

５１７�

２３�

△�

△�

△�△�

△�△�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

（　 　）�

�

△�

△�

△�

�

５,７１３�

５,７１３�

�

１５,３６７�

３８�

１,１３７�

１４,２６７�

４,４３３�

２８５�

３９９�

－�

３,７４９�

５,５１４�

－�

９,２６３�

△�

△�

�

５,７１３�

５,７１３�

�

１５,８４９�

－�

９６３�

１４,８８６�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�

当中間連結�
会 計 期 間 �

前中間連結�
会 計 期 間 �
（ご 参 考 ）�

△�△�

△�



株主メモ�
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決　　算　　期 毎年３月３１日�

定 時 株 主 総 会  毎年６月�

基　　準　　日 定時株主総会　毎年３月３１日�

 利益配当金　毎年３月３１日�

 中間配当金　毎年９月３０日�

１単元の株式の数 １, ０００株�

公 告 掲 載 新 聞 東京都において発行する「日本経済新聞」�

なお、商法特例法第１６条第３項に定める

貸借対照表および損益計算書に係る情報は、

当社ホームページ「http://www.nohmi.co.jp」

で提供しております。�

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号�

 住友信託銀行株式会社�

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号�

 住友信託銀行株式会社証券代行部�

郵　便　送　付　先 〒１８３―８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０�

 住友信託銀行株式会社証券代行部　�

電　話　照　会　先�

住所等変更用紙のご請求 ０１２０―１７５―４１７�

その他のご照会 ０１２０―１７６―４１７�

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/�

 retail/service/daiko/index.html�

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店�

買増制度の採用　　このたび当社では、単元未満株式に不足分を

買増して単元株式（１,０００株）におまとめいただ

けるよう単元未満株式の買増制度を採用し、

平成１５年１０月１日より実施しております。�

「平成11年１月１日より、大阪06局番地域の市内局番が４桁に変�

�

�

（　　　　　　　）�

（　　　　　　　）�


